






























ビー｣ 6.9％、｢健康食品｣ 3.4％、｢ビューティケア（化粧品・小物）｣ 15.0％、｢トイレタリー｣ 




















るようになった。このとき新たに ｢医薬部外品｣ に指定されたものは ｢新範囲医薬部外品｣
とよばれる。
②　一部の医薬品は登録販売者による販売が可に






スクの程度に応じて ｢一般用医薬品｣ が次の 3つに分類された。第 1類（リスクが大きい医
2） 『ダイヤモンド・ドラッグストア』第83号、2018年 7 月、29ページ。
－  　　－2
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品（｢スイッチ直後品目｣ ｢スイッチOTC｣ と呼ばれる）および劇薬は、従来の ｢一般用医薬
品｣ とは区別され、｢要指導医薬品｣ となった。｢要指導医薬品｣ は、対面販売（取扱い上の
注意についての文書での情報提供および薬剤師による対面指導）が義務づけられ、そのイン
ターネット販売が禁止された。そして、｢一般用医薬品｣（第 1類、第 2類、第 3類）のイン
ターネット販売は、厚生労働省が許可した業者に限って認められることになった。なお、｢要

















約 1兆円であることに鑑みて、ここでは ｢日本ホームセンター研究所｣ による売上高推計を
用いることとする。
日本ホームセンター研究所の推計によると、ドラッグストアの売上高は、1999年度 1兆




3） 厚生労働省 ｢薬事法の一部を改正する法律の概要｣ 2009年 6 月。










6） ドラッグストアの主要企業について、既存店の前年同月比売上高増加率の推移（2019年 3 月期まで）を
みると、｢ウエルシア｣ は2014年 6 月期以降 2つの月を除いてプラス、｢ツルハ｣ も2015年 5 月期以降 2つ
の月を除いてプラス、｢コスモス薬品｣ も2016年 6 月期以降 3つの月を除いてプラス、｢スギ薬局｣ でも
2017年 4 月以降 2つの月を除いてプラスとなっている。他方、｢マツモトキヨシ｣および｢サンドラッグ｣は、
前年同月比マイナスとなっている月も多く、明暗を分けている（各社 IR資料より）。前年同月比既存店売
上高増加率が好調を続けている ｢ウエルシア｣ について、｢客数｣ と ｢客単価｣ に分解すると、｢客数｣ は














































































































約 1億1,000万㎡から2007年には約 1億5,000万㎡へと大きく増加したため、売場効率（売場面積 1㎡あた























































































































2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年
～
498㎡
36.6 33.9 31.2 29.0 26.0 25.0 23.0 22.0 20.7 19.6 18.7 17.7
502～
657㎡
12.1 13.2 14.3 14.0 14.9 13.5 13.0 12.6 12.2 11.5 11.2 10.4
660～
1,000㎡
32.4 34.4 35.1 37.0 38.8 40.9 43.1 44.0 45.0 45.8 46.1 47.4
1,003㎡
～
18.8 18.5 19.4 20.0 20.3 20.6 20.9 21.4 22.1 23.2 23.9 24.5




2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年
～
498㎡
59.1 60.5 60.5 59.9 59.9 59.9 60.1 61.0 60.9 60.3 61.4 62.6
502～
657㎡
63.0 63.2 63.2 63.3 62.0 63.7 63.7 65.7 64.2 63.6 63.8 64.6
660～
1,000㎡
57.8 58.0 57.4 56.8 57.5 57.3 57.6 58.6 57.9 57.3 57.0 58.0
1,003㎡
～
60.1 56.7 56.0 54.3 53.9 53.1 53.4 54.5 52.9 52.5 53.2 54.1


















①ドラッグストアの主力商品部門である ｢医薬品｣ ｢化粧品｣ に特化している企業（マツモトキヨシ HD 
｢医薬品｣ 32 . 2％、｢化粧品｣ 38 . 6％）、② ｢医薬品｣ ｢化粧品｣ に加えて ｢調剤薬｣ を強化している企業（コ
コカラファイン ｢医薬品｣ 31 . 2％、｢化粧品｣ 29 . 6％、｢調剤薬｣ 14 . 4％）、③ ｢調剤薬｣ を強化している企
業（スギHD｢調剤薬｣ 21 . 3％）、④ ｢食品｣ を強化している企業（コスモス薬品 ｢食品｣ 55 . 6％、カワチ薬
品 ｢食品｣ 46 . 3％）、⑤ ｢食品｣ ｢調剤薬｣ の両方を強化している企業（ウエルシアHD｢食品｣ 21 . 2％、｢調
剤｣ 15 . 6％）。
9） 主なドラッグストア企業の売上高に占める ｢調剤薬｣ の割合は、｢スギHD｣ 18 . 4％、｢ウエルシア
HD｣ 16 . 5％、｢ココカラファイン｣ 15 . 6％、｢クスリのアオキHD｣ 9 . 9％、｢ツルハHD｣ 9 . 5％、｢キリン堂
HD｣ 9 . 4％、｢マツモトキヨシHD｣ 8 . 0％、｢クリエイト SD HD｣ 7 . 5％、｢サツドラHD｣ 4 . 5％などとなっ
ている。また、調剤薬売上高は調剤薬局専門チェーンが上位を占め、｢アインHD｣ 2 , 386億円、｢日本調剤
｣ 2 ,052億円、｢クオール｣ 1 ,351億円、｢総合メディカル｣ 1 ,079億円と続いているが、ドラッグストアチェー




県）に在住する調査パネルのデータ、分析期間は2013年 1 月 1 日から2014年12月31日までの 2年間を 3 ヶ
月ごとに区切った 8期間）を用いたクラスター分析に基づいて、いくつかのタイプに分類している。その
主なタイプと全体に占める割合は、次のとおりである。｢スーパーマーケット多用ドラッグストア併用
型｣ 29 . 2％、｢スーパーマーケット中心型｣ 21 . 5％、｢コンビニエンスストア多用スーパーマーケット併用
型｣ 13 . 5％、｢複数業態バランス利用型｣ 9 .6％、｢コンビニエンスストア中心型｣ 9 .0％（山﨑泰弘 ｢消費
者の食品・日用品における小売業態使い分けの研究｣『流通情報』第520号、2016年 5 月、7 -9 ページ）。
プラネットの調査（2018年 7～8 月調査、男女3,498人）に基づいて、週 1回以上利用する割合を小売業
態別にみると、｢スーパー｣ 81 . 2％（女性では88 .2％）、｢コンビニエンスストア｣ 50 . 3％（同43 .3％）、｢ド
ラッグストア｣ 23 . 0％（同27 .0％）となっている（FromプラネットVol. 93 〈ネットスーパーに関する意
識調査〉（https://www.planet-van.co.jp/pdf/fromplanet/fromplanet_93 .pdf）。同じく、プラネットの調
査（2017年 1 月調査、男女3,885人）に基づいて、ドラッグストアの利用頻度をみると、女性では ｢週に
1回以上｣ 31 . 7％、｢月に 1回以上｣ 81 . 0％、男性では ｢週に 1回以上｣ 22 . 1％、｢月に 1回以上｣ 68 . 5％と
なっている。女性がドラッグストアで購入する商品は、ノンフーズでは ｢医薬品・医療用品｣ 75 . 2％、
｢日用雑貨・紙類｣ 72 . 2％、｢オーラルケア用品｣ 69 . 9％、｢家庭用洗剤、消毒・殺菌剤｣ 69 . 3％、｢ボディー
ケア用品｣ 65 . 8％、｢家事用品｣ 61 . 5％、｢ヘアケア商品｣ 56 . 5％、｢基礎化粧品｣ 45 . 5％、｢メークアップ
化粧品｣ 40 . 5％などが上位を占めている。食品類では、｢菓子、アイスクリーム｣ 40 . 0％、｢水、清涼飲料
水｣ 34 . 3％、｢一般食品｣ 33 . 6％などとなっている。また、ドラッグストアの魅力については、｢ポイント
カードがある｣ 57 . 4％、｢価格が安い｣ 52 . 5％という価格面が上位を占め、次いで ｢家や職場、駅から近



































る実態調査（2012年 2～3 月調査）』によると、約 6割が健康食品を摂取しており、ほぼ毎日摂取する割合
は26 .2％である。健康食品に不満を感じている人は全体の41 .2％、その 8割が ｢期待したほどの効果がな
かった｣ という点を理由として挙げている。健康食品を購入する際に重視する点は、｢効き目・有効性｣ 





























表 3-1 は、ドラッグストアの売上割合が 5％以上の商品における小売業態間競争の状況を
示したものである。2014年においてドラッグストアの売上割合がトップの商品は ｢一般用医






















1996年 26.6 13.5 11.1 10.7 7.4 13.3 6.3 11.1
2000年 20.3 2.8 5.3 5.3 9.3 13.5 8.2 5.0 13.1 9.7 7.5 
2005年 19.1 3.4 4.3 4.4 6.8 15.9 3.8 6.3 9.3 18.0 8.7 
2010年 18.0 8.5 2.3 3.4 9.6 17.9 2.7 6.5 11.6 17.8 1.7 
2012年 15.6 8.5 2.8 3.3 8.7 16.5 3.1 6.9 12.2 20.0 2.4 








ターとは ｢合成洗剤｣ のみである。｢合成洗剤｣ の売上割合は、｢ドラッグストア｣ が32.6％
と最も多く、次いで ｢ホームセンター｣ が30.7％となっている。
｢荒物｣ および ｢ペット用品｣ では、ホームセンターが競争優位にある（｢荒物｣ ホームセ






















一般用医薬品 ＋8.6 56.7 5.4 17.5
化粧品 ＋10.3 40.9 5.0 15.3 21.2
合成洗剤 ＋4.9 32.6 30.7 16.2
  5.2（他に分類され
ないその他の小売）
荒物 ＋3.9 9.1 45.5 8.5 7.7
  5.4（他に分類され
ない飲食料品）
乳製品 － 9.1 52.0 8.1
18.2（他に分類され
ない飲食料品）
他の飲食料品 ＋6.2 8.1 32.7 8.3 15.2 22.4
医療用医薬品 ▲1.3 5.8 93.6
ペット用品 ＋1.5 5.3 49.7 8.9 6.6 20.1
紙・文房具 ＋1.0 5.2 16.5 6.1 19.1 29.4
ペット ＋4.3 5.0 29.8 9.0 44.6
（注 1 ）｢百貨店・総合スーパー｣ の販売額を除いて算出した。なお、｢百貨店・総合スーパー｣ の売上割合
は、｢小売計｣ 9.1％、｢紳士・洋品｣ 24.4％、｢婦人・子供服・洋品｣ 32.7％、｢その他の衣料品｣ 30.6％、｢身











ド食品など）｣ では、｢各種食料品（食品スーパー）｣ が競争優位にある（｢乳製品｣ 食品スー

















13） 2002年から2007年にかけての ｢一般用医薬品｣ 売上高の減少は、2004年 7 月からビタミン剤、健胃薬、
整腸薬などが医薬品から医薬部外品に移行した影響もあるとみられる。生産額ベースであるが、｢一般用
医薬品｣ は2003年の6,669億円から、2004年には6,368億円に減少、他方 ｢医薬部外品｣ は2003年の7,124
億円から2004年には7,730億円に増加している（厚生労働省『薬事工業生産動態統計年報』）。








2002年 932（48.1） 794（41.0） 210（10.8） 1,935（100.0）
2007年 898（52.7） 578（33.9） 229（13.4） 1,705（100.0）








2014年より、『商業統計表（産業編）』に ｢ドラッグストア｣ が新設され、それまで ｢医薬
品店｣ として分類されていた事業所が、｢ドラッグストア｣ として分類されることとなった。
そのため、2014年にはこれら専業店の売上高は大きく減少している。売場面積 ｢100㎡未満規
模｣ の事業所は、｢ドラッグストア｣ ではなく、｢医薬品専門店｣ であると考えられるため、
｢100㎡未満規模｣ の売上高の推移に着目して、｢ドラッグストア｣ が ｢医薬品専門店｣ の売上
高を取り込む形で成長してきた過程について分析する。




いる。｢医薬品｣ の市場規模が 1兆円あまり減少しているとはいえ、｢100㎡未満規模｣ だけで
2兆円近く減少しており、そのうち約 1兆円は ｢ドラッグストア｣ に取り込まれたものとみ




｢ドリンク剤｣ 15）の多くは、1999年 3 月末から ｢医薬品｣ から ｢医薬部外品｣ へ移行し（2009
年 6 月からは改正薬事法施行により ｢指定医薬部外品｣ となった）、コンビニエンスストア等
の一般小売店や自動販売機でも販売可能となった。それ以降のドリンク剤の小売業態別売上
15） ドリンク剤の市場規模は、2015年において ｢第 2 類医薬品｣ 3 ,510百万円、｢第 3 類医薬品｣ 1 ,860百万円、




1985年 1988年 1991年 1994年 1997年 2002年 2007年 2014年
売上高 1,312 1,620 2,117 2,514 2,866 1,935 1,705 1,790
100㎡未満 104.3 96.7 89.3 83.1 77.0 45.7 28.4 14.0
100㎡以上250㎡未満 10.6 10.7 12.1 15.6 17.6 23.6 18.9 4.0
250㎡以上500㎡未満 2.7 3.2 4.9 10.0 17.5 31.5 37.8 1.2
500㎡以上 0.7 0.5 1.9 2.9 2.4 24.9 53.0 1.2
（注 1 ）売上高は ｢医薬品｣（商業統計表品目編）、売場面積規模別割合は ｢医薬品｣ の売上高を分母とした
｢医薬品店｣ の売場面積規模別売上高（商業統計表産業編）。｢医薬品店｣ の売上高には、医薬品以外の売
上高も一部含まれているため、大きめの売上割合となっている。












ドラッグストアにおける主力商品部門である ｢化粧品｣ について、ドラッグストアが ｢化
粧品専門店｣ の売上高を取り込む形で成長してきた過程について分析する。
① ｢ドラッグストア｣ と ｢化粧品専門店｣（経済産業省『商業統計表（業態別統計編）』）





｢化粧品｣ の売上高は1994年の 1兆8,800億円を底に回復傾向にあり、2014年には 2兆3,000
表3-4　｢ドリンク剤｣ 小売業態別売上割合の推移
（単位：％）
2001年 2005年 2010年 2015年
薬系チャネル 62.5 57.1 59.7 58.9
非薬系チャネル 37.5 42.9 40.3 41.1
コンビニエンスストア 17.0 19.2 25.7 25.6
食品スーパ ・ー総合スーパー 13.1 15.6 9.1 9.6
駅売店 1.1 1.3 1.6 1.9
自動販売機 2.2 3.2 1.9 1.7








2002年 565（30.6） 776（42.0） 508（27.5） 1,848（100.0）
2007年 722（36.9） 672（34.4） 562（28.7） 1,957（100.0）





















1985年 1988年 1991年 1994年 1997年 2002年 2007年 2014年
売上高 1,379 1,690 2,028 1,881 1,952 1,848 1,957 2,295
100㎡未満 56.0 50.7 46.9 43.4 36.2 30.1 21.4 14.7
100㎡以上250㎡未満 7.2 7.4 9.6 9.7 9.6 14.1 16.5 6.0
250㎡以上500㎡未満 3.0 4.4 6.9 9.5 10.5 13.1 17.1 2.1
500㎡以上 2.5 2.1 4.9 5.7 10.3 10.3 25.6 2.1








2000年 2005年 2010年 2015年
化粧品店・薬局・薬店 23.5 12.6 10.6 9.2
ドラッグストア 15.4 25.6 27.6 29.8
量販店 16.9 14.1 12.6 12.0
百貨店 8.8 9.0 8.1 8.3
コンビニエンスストア 4.2 4.1 3.4 3.1
訪問販売 11.9 11.2 9.3 8.7
通信販売 6.9 9.1 13.5 13.4
業務用 6.0 7.3 7.3 7.6
































1 ゲンキー 55.8 46,574 83,399
2 コスモス薬品 55.6 279,674 502,732
3 カワチ薬品 46.3 124,060 268,205
4 薬王堂 41.0 39,513 83,100
5 クリエイト SD HD 38.6 95,528 247,341
6 クスリのアオキHD 35.0 68,965 188,744
7 サツドラHD 34.7 30,500 87,844
8 スギ HD 22.5 102,768 457,047
9 ウエルシアHD 21.7 151,099 695,268
10 ツルハHD 15.2 95,105 577,088
11 ココカラファイン 11.0 34,065 390,963










品｣の売上割合は23.0％と約 4分の 1を占めるが、その粗利益率は15.5％ 18）と、ドラッグスト
ア全体の粗利益率25.9％と比較しても10ポイント以上低い。
商品分類別の粗利益率は、｢酒類｣ 11.2％、｢ベビー用品｣ 11.9％、｢介護用品｣ 12.3％、そし
て ｢食品｣ 15.5％において、ドラッグストア全体の粗利益率と比較してかなり低く、これら
は価格競争力をもちうる商品部門であることをうかがわせる。ただし、その売上割合をみる
と、｢食品｣ は23.0％と高いものの、その他の商品部門は ｢ベビー用品｣ 3.5％、｢酒類｣ 2.4％、
17） ドラッグストア以外の小売業態の売上高上位企業のうち、商品部門別の粗利益率を公表している企業に
おける ｢食品｣の粗利益率（2017年度）は、次のとおりである。総合スーパーでは ｢イトーヨーカ堂｣ 27 . 7％、
｢ユニー｣ 20 . 3％、食品スーパーでは ｢ユナイテッド・スーパーマーケット｣ 27 . 1％、｢ライフコーポレー




ドラッグ｣ ｢マツモトキヨシHD｣ ｢コスモス薬品｣ ｢スギ HD｣ ｢カワチ薬品｣ など、売上高上位企業でも
粗利益率を公表していない企業が多い。公表している企業では、｢ウエルシアHD｣ 粗利益率20 .4％（売上
高に占める割合21 .7％）、｢ココカラファイン｣ 粗利益率12 .3％（売上高に占める割合9.8％）となっている。
表3-9　ドラッグストア商品部門別売上割合・粗利益率・商品回転率（2017年）
売上割合（％） 粗利益率（％） 商品回転率（回） 交差比率
医薬品（OTC） 12.0 37.3 5.6 208.9 
調剤薬 10.7 32.4 9.8 317.5 
ヘルスケア 3.0 36.5 5.4 197.1 
健康食品 2.6 31.8 5.7 181.3 
ビユーティケア 8.3 28.3 5.1 144.3 
化粧品 14.7 28.8 3.7 106.6 
ベビー用品 3.5 11.9 7.9 94.0 
介護用品 1.6 12.3 7.1 87.3 
家庭用品 5.9 21.5 7.6 163.4 
日用消耗品 9.6 18.6 9.9 184.1 
食品 23.0 15.5 18.4 285.2 
酒類 2.4 11.2 11.3 126.6 
その他 2.7 21.8 6.4 139.5 






｢介護用品｣ 1.6％と小さく、消費者の業態イメージに与える ｢食品｣ の影響力は大きい。
他方で、｢医薬品（OTC）｣ の粗利益率は37.3％、｢調剤薬｣ では32.4％となっており、これ













124㎡、｢ドラッグストア｣ 436㎡、｢食料品スーパー｣ 1,271㎡、｢ホームセンター｣ 2,820㎡、
｢総合スーパー｣ 10,285㎡となっている。区部・市部・郡部別にみると、｢ドラッグストア｣











を100とした量販専門店の指数）。｢ドリンク剤｣ 2013年91 . 7、2014年91 . 1、2015年91 . 4、2016年90 . 4、2017
年91 . 3、｢洗濯用洗剤｣ 2013年98 . 4、2014年98 . 7、2015年98 . 7、2016年98 . 3、2017年97 . 3、｢ティッシュペー
パー｣ 2013年95 . 3、2014年93 . 7、2015年93 . 0、2016年94 . 0（2017年は調査対象外）となっている。
20） ホームセンターを運営する各企業の設定商圏世帯数（2017年調査）は、次のとおりである。なお、総務
省『国勢調査2015年』によると、1世帯あたりの平均人員は2.38人であるため、設定商圏世帯数に2.4人
を掛け合わせた設定商圏人口の形で示す。｢4 .8万人未満｣ 26 . 5％、｢4 .8万人以上7.2万人未満｣ 18 . 4％、
｢7 .2万人以上9.6万人未満｣ 14 . 3％、｢9 .6万人以上14 .4万人未満｣ 24 . 5％、｢14 . 4万人以上｣ 16 . 3％（『ダイ
ヤモンド・ホームセンター』第38巻第 3号、2018年 9 月、35ページ）。他方、ドラッグストアを運営する
企業の標準店の商圏人口（2017年調査）をみると、｢2～3万人｣ が最も多く57.1％、｢3～5万人｣ 21 .4％、
｢2 万人未満｣ 21 . 4％、｢5 万人以上｣ の企業はなく（日本ホームセンター研究所『ドラッグストア経営統
計2018年』21ページ）、ホームセンターと比較するとはるかに商圏人口は小さい。なお、比較的狭い商圏
範囲で存立しうる ｢ドラッグストア｣ と、広い商圏範囲を必要とする ｢ホームセンター｣ との食品取扱い
条件の差異については、高橋直樹 ｢800～1200坪の差異化モデルに注目を｣『ホームセンター名鑑2016年』
日本ホームセンター研究所、2016年、9ページ、高橋直樹 ｢ホームセンター─DIYの本筋を追う新業態の












全国 区部 市部 郡部 全国売場面積規模別店舗数割合
大型総合スーパー 10,285㎡ 11,726㎡ 9,308㎡ 10,380㎡
｢6,000㎡以上｣ 83.5％
｢3,000㎡以上6,000㎡未満｣ 16.5％





コンビニエンスストア 124㎡ 120㎡ 125㎡ 124㎡
｢100㎡以上250㎡未満｣ 79.4％
｢50㎡以上1,00㎡未満｣ 15.8％














全　国 東京都 （東京都特別区） 大阪府
小売業計 1,061（100.0） 717（ 67.6） 687（ 64.8） 818（ 77.1）
ホームセンター   94（100.0）  34（ 36.2）  22（ 23.4）  43（ 45.7）
ドラッグストア   45（100.0）  33（ 73.3）  31（ 68.9）  34（ 75.6）









ドラッグストアの主力商品部門である ｢医薬品（OTC）｣ および ｢化粧品｣ の売上割合は
減少しているが、これはドラッグストア業界の市場規模が急速に拡大する中で相対的に割合
が減少しているものの、実額では増加傾向にある。しかし、医薬品専門店および化粧品専門













ドラッグストアは、H&BCを主力商品として、｢医薬品専門店｣ や ｢化粧品専門店｣ の売
上高を取り込む形で成長してきた。しかし、このような形での成長には限界に近づきつつあ
るため、｢食品｣ および ｢調剤薬｣ を強化している。｢食品｣ の強化は利便性を高め来店頻度
を増やす戦略、｢調剤薬｣ の強化は専門性を高め粗利益率を向上させる戦略といえる。
ドラッグストアの売上高に占める ｢食品｣ の割合は年々増加し、2017年には約 4分の 1を






厚生労働省 ｢薬事法の一部を改正する法律の概要｣ 2009年 6 月。















第 1号、2019年 5 月。






『ダイヤモンド・ホームセンター』第38巻第 3号、2018年 9 月。
FromプラネットVol. 56 〈ドラッグストアに関する意識調査〉（https://www.planet-van.co.jp/pdf/
fromplanet/fromplanet_56 .pdf）。
FromプラネットVol. 93 〈ネットスーパーに関する意識調査〉（https://www.planet-van.co.jp/pdf/
fromplanet/fromplanet_93 .pdf）。
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